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１．平成19年３月期の連結業績（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

(1）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年３月期 81,562 3.6 1,201 △26.3 1,323 △22.1 1,152 △28.0

18年３月期 78,702 3.8 1,631 43.1 1,699 19.0 1,601 15.4

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

19年３月期 27 20  － 2.8 1.8 1.5

18年３月期 36 74  － 4.1 2.5 2.1

（参考）持分法投資損益   19年３月期　68 百万円  18年３月期　12 百万円

(2）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年３月期 75,712 43,416 56.9 925 88

18年３月期 67,873 40,170 59.2 955 04

（参考）自己資本           19年３月期　43,047百万円              18年３月期　 －百万円

(3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

19年３月期 △7 △1,365 1,705 11,149

18年３月期 803 △3,323 △139 10,785

２．配当の状況

１株当たり配当金 配当金総額
(年間)

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年３月期  －  －  － 8 00 8 00 336 21.8 0.9

19年３月期  －  －  － 10 00 10 00 464 36.8 1.1

20年３月期（予想）  －  －  － 10 00 10 00 － 29.1 －

３．平成20年３月期の連結業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中間期 40,100 2.1 420 47.1 475 32.2 395 55.7 8 50

通期 83,500 2.4 1,650 37.3 1,800 36.0 1,600 38.9 34 41
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４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　無

(2）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　有

②　①以外の変更　　　　　　　　無

      （注）詳細は、17ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。

(3）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 19年３月期　 46,494,000 株 18年３月期　42,000,000 株

②　期末自己株式数     19年３月期　　　　   － 株      18年３月期　　　　  － 株

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、24ページ「１株当たり情報」をご覧

ください。

（参考）個別業績の概要

１．平成19年３月期の個別業績（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

(1）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年３月期 77,040 4.6 1,215 △25.3 1,232 △30.1 1,138 △34.4

18年３月期 73,668 △0.8 1,627 39.6 1,764 48.4 1,734 51.8

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

19年３月期 26 88  －

18年３月期 39 91  －

(2）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年３月期 72,934 43,192 59.2 929 00

18年３月期 65,109 40,418 62.1 960 95

（参考）自己資本 19年３月期　43,192 百万円 18年３月期　      － 百万円

２．平成20年３月期の個別業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中間期 37,920 2.2 510 61.6 555 64.0 500 84.9 10 75

通期 78,800 2.3 1,700 39.8 1,800 46.0 1,700 49.3 36 56

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料で記述されている業績予想は、発表時点で入手可能な情報に基づき当社が判断したものであり、潜在的なリ

スクや不確実性が含まれております。よって、様々な要因の変化により、実際の業績は記述されている将来見通し

とは大きく異なる結果となる可能性があります。なお、上記の予想の前提条件等に関する事項については、添付資

料の４ページを参照して下さい。
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１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

①当期の経営成績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、戦後最長と言われた「いざなぎ景気」を上回る景気拡大期にあり、堅調な

企業業績や設備投資の増加、雇用情勢の改善などに支えられ、景気回復基調の兆しが見えてきました。

　平成18年度の新設住宅着工戸数は、128万戸と前年度比2.9％増加し、また床面積も前年度比1.9％増の108,647千㎡

と好調に推移しました。しかしながら世界的な資源争奪に端を発した諸資材価格の高止まりなど、不安材料は完全に

払拭されてはおらず、当社グループではなお予断を許さない状況が続くものと認識しております。当業界におきまし

ても、フロア基材である南洋材合板の価格が急騰し、収益面の大きな圧迫要因となりました。

　このような環境のもと、当社グループは中核製品である「ビーチシリーズ」製品の品揃えと販売体制の拡充をはか

りました。特に内装ドアは内製化により売上が着実に拡大し、業績改善に寄与しました。生産面では引き続き新製品

開発とコストダウンに努め、生産現場の改善活動による生産性向上をはかりました。また、営業面では製品即納体制

を充実させ営業効率改善につながる自動積算システムの全国展開をはかりました。

　販売価格の引き上げと拡販に努めた結果、売上高は増収となったものの、フロア基材及び諸資材の高騰によるコス

トアップを吸収することができず、当連結会計年度では減益決算となりました。

　なお、当社に当連結会計年度末で税務上の繰越欠損金があるため、法人税等の税負担が軽減されたことにより、当

連結会計年度で税金等調整前当期純利益1,298百万円に対し、当期純利益が1,152百万円となりました。

　この結果、当期の業績は次のとおりとなりました。

　　[連結業績]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

平成18年３月期 平成19年３月期 増減 対前期増減率（％）

売上高 78,702 81,562 2,860 3.6

営業利益 1,631 1,201 △429 △26.3

経常利益 1,699 1,323 △375 △22.1

当期純利益 1,601 1,152 △449 △28.0

　　[個別業績] 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

平成18年３月期 平成19年３月期 増減 対前期増減率（％）

売上高 73,668 77,040 3,372 4.6

営業利益 1,627 1,215 △411 △25.3

経常利益 1,764 1,232 △531 △30.1

当期純利益 1,734 1,138 △596 △34.4

 

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

（住宅資材事業）

　引き続き「ビーチシリーズ」製品の品揃えと販売体制の拡充をはかりました。また、新製品開発とコストダウン、

生産現場の改善活動による生産性向上により安定した売上高を計上しました。しかしながら、南洋材を中心とした輸

入合板の高騰が製造コストを大幅に引き上げ、利益を圧迫しました。このコストアップを吸収するため販売価格の引

き上げとより一層のコストダウンに努めましたが、当中間期までの大幅な減益をカバーすることができませんでした。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

平成18年３月期 平成19年３月期 対前期増減率（％）

売上高 67,733 70,173 3.6

営業利益 2,996 2,540 △15.2

（エンジニアリングボード事業）

　子会社小名浜合板株式会社において、パーティクルボード増産設備による生産性の向上に努めた結果、当期は安定

した売上高を計上することができました。利益面については価格競争の激化、原油価格高騰による接着剤価格の上昇、

なかでもパ－ティクルボード用チップ価格の高騰による製造コストの上昇はあったものの、販売価格の引き上げと営

業力の強化に努めた結果、増益となりました。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

平成18年３月期 平成19年３月期 対前期増減率（％）

売上高 10,968 11,389 3.8

営業利益 385 436 13.2
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②次期の見通し

　今後の経済見通しにつきましては、企業収益の改善と設備投資の伸びが見込まれ、緩やかな景気回復が続くものと

期待されますが、米国景気の先行き不透明感や円高の懸念、さらには原油などの原材料価格の高止まり等の懸念材料

もあり、景気の先行きは楽観を許さない状況にあります。

　住宅業界におきましても、新設住宅着工戸数は昨年度並みの水準が見込まれ、また、持家の着工戸数は若干回復す

ると予想される一方で、木材等原材料価格の高止まりや原油高騰に伴う接着剤等の副資材価格の上昇など、厳しい環

境は今後も続くことが予想されます。

　このような環境ではありますが、次期の当社グループの見通しにつきましては、経営三ヵ年計画に基づき、営業売

上高確保と拡大をはかり、内製化と増産のための積極投資を進め、守りから攻めの経営へと転換することを目標とし

てまいります。

 　平成19年度通期の連結業績につきましては以下のとおり予定しております。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

見込み額 対前期増減率（％）

連結売上高 83,500 2.4

連結営業利益 1,650 37.3

連結経常利益 1,800 36.0

連結当期純利益 1,600 38.9

 

　なお、平成19年度通期の個別業績につきましては以下のとおり予定しております。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

見込み額 対前期増減率（％）

個別売上高 78,800 2.3

個別営業利益 1,700 39.8

個別経常利益 1,800 46.0

個別当期純利益 1,700 49.3

 

(2）財政状態に関する分析

  キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

  当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により７百万円の資金を使用、

設備投資及び投資有価証券の取得を始めとした投資活動に1,365百万円の資金を使用しましたが、株式の発行等によ

り1,705百万円の資金を得られたため、前連結会計年度末に比べ363百万円増加し、当連結会計年度末は11,149百万円

となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は７百万円（前年同期は803百万円の資金獲得）となりました。これは主に、減価償

却費の1,666百万円の計上、仕入債務の5,364百万円の増加、たな卸資産の4,922百万円の増加、売上債権の2,259百万

円の増加によるものであります。

 　 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は1,365百万円（前年同期比58.9％減）となりました。これは主に、有価証券の償還に

より1,000百万円の資金を得たものの、定期預金の預入に236百万円、有形固定資産の取得に1,197百万円、投資有価証

券の取得に784百万円の資金を使用したことによるものであります。

 　 （財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は1,705百万円（前年同期は139百万円の資金使用）となりました。これは主に、配当

金の支払いに338百万円の資金を使用したものの、株式の発行により2,153百万円の資金を得たことによるものであり

ます。
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 　 なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりであります。

 平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期

 自己資本比率 57.3%  54.4%  59.2%  56.9%

 時価ベースの自己資本比率 － － － 32.2%

 債務償還年数 0.03年  0.37年  0.84年 －

 インタレスト・カバレッジ・レシオ 1,234.6 1,963.1 55.2 －

自己資本比率 ：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率 ：株式時価総額／総資産 

債務償還年数 ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
 
(注1) 指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

(注2) 平成18年３月期までの時価ベースの自己資本比率については、当社は非上場であったため記載しておりません。

(注3) 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており

ます。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている国内子会社及び海外子会社の利子を支払っている全ての負

債を使用しております。また、利払いについては、連結損益計算書の営業外費用の雑損失に含まれている国内子会

社及び海外子会社の支払利息を使用しております。

(注4) 当期は営業キャッシュ・フローがマイナスのため、債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオについて

は、記載しておりません。 

 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

　当社は、株主への利益還元を経営の最重点政策と認識し、かつ、企業の経営基盤の強化をはかるため、安定した配

当を継続しながら将来の経営環境の変化に備える配当政策を基本方針としております。第73期の配当につきましては、

減益決算となりましたが、平成19年２月28日に東京証券取引所市場第二部への上場を果たしたことも勘案し、１株当

たり２円増配して10円の配当を定時株主総会に提案する予定であります。

　また、次期の配当金につきましては、客観情勢が予断を許さない状況にありますが、上記方針を踏まえ、現時点で

は１株当たり10円を予定しております。

　内部留保金につきましては、業容拡大並びに経営体質の改善強化をはかる資金需要に充当したいと考えております。

　なお当社は、会社法第454条第５項に基づき、中間配当制度を採用しております。現時点では当社は中間配当を実

施しておりませんが、今後につきましては業績及び配当性向を総合的に勘案して実施することを検討しております。

(4）事業等のリスク

　事業等のリスクは投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項を記載しております。ま

た、当社グループとして必ずしも事業上のリスクと考えていない事項についても、当社グループの事業活動を理解す

るうえで重要と考えられる事項については、積極的な情報開示の観点から記載しております。なお、文中の将来に関

する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

①新設住宅着工について

　当社グループは住宅用の木質建材と設備機器の製造販売を主たる事業としているため、新設住宅着工戸数、とりわ

け、持家の着工戸数増減が当社グループの売上に強い影響を及ぼします。新設住宅着工戸数は景気動向、金利動向、

税制変更などの影響を受けやすく、当社グループの業績が個人の消費活動状況によって影響を受ける可能性がありま

す。

②原材料価格の変動について

　当社グループはフロア基材となる合板を始め、原材料の多くを海外より調達しております。これらは産出国におけ

る伐採規制、国際市場価格並びに為替相場の変動に大きく影響され、かつ、仕入先や供給品の切り替えが困難なもの

や、特定少数の仕入先から入手せざるを得ないものもあります。また、原油価格の高騰により接着剤等の価格も引き

上げられる等の様々な変動要因により、生産に必要な原材料が十分に調達できなくなる可能性や、調達に多額の資金

が必要となる場合があります。 

③価格競争激化による販売価格低下の影響について

　当社グループの販売市場である持家の新設着工戸数が年々減少しているため、工務店の住宅建築価格競争は熾烈と

なり、その影響で使用住宅資材の受注競争が激化しております。これにより当社グループの製品の需要が低迷した場

合、販売価格の下落圧力となり、業績に影響を与える可能性があります。

④製品の品質問題について

　当社グループの製品において、製品事故の発生や製品に欠陥が発生するなどの品質上の問題、とりわけ、製造物責
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任の対象となる製品の欠陥に起因する損害に対しては、当社グループのブランド価値の低下を招くとともに、損害賠

償などの費用が生じるリスクがあります。

⑤法規制について

　当社グループは建築基準法等の法規制のもとに住宅用資材を生産する事業活動を行っておりますが、これら法令の

改正や当局の法令解釈が厳しくなること等により、当社の事業が制限される可能性があります。また、原材料の調達

方法や、生産活動に伴う大気汚染や水質汚濁等では環境面の法規制も課せられており、これら様々な法規制に適合さ

せるための費用が発生するリスクがあります。

⑥繰越欠損金について

　当社グループのうち当社は当連結会計年度末で約4,022百万円の税務上の繰越欠損金があるため、当期では法人税

等の税負担が著しく軽減されておりますが、税務上の繰越欠損金がなくなる将来においては、通常の税率に基づく法

人税等の税金が発生し、当期純利益及びキャッシュ・フローに大きな影響を与える可能性があります。

⑦訴訟について

 （訴訟の内容及び経過について）

　当社グループの海外子会社EIDAI DO BRASIL MADEIRAS .S.A.（以下、Ｅ.Ｄ.Ｂ.）において、現在ブラジル国税庁等

との間で複数の訴訟案件があり係争中であります。主な訴訟は次のとおりであります。

　従来下記内容で記載しておりましたが、その後、Ｅ.Ｄ.Ｂ.に有利な判決が下されましたので、経過欄をご参照くだ

さい。

提訴日　　　　　　　平成13年５月９日

原告　　　　　　　　Ｅ.Ｄ.Ｂ.

被告　　　　　　　  ブラジル国税庁

原訴訟金額　　　　　①6,143千R$（約327百万円）

　　　　　　　　　　②2,222千R$（約118百万円）

　　　　　　　　　　

同社試算による　　　①2,473千R$（約131百万円）

平成18年６月まで　  ②1,031千R$（約 54百万円）

の見込延滞金　　　　　

 

訴訟内容　　　　　　①Ｅ.Ｄ.Ｂ.（以下、同社）が原木購入時に受領した領収書金額と原木業者が発行する流通税

　　　　　　　　　　　伝票に記入された売却金額との間に相違額があり、これが同社の過少所得申告と指摘されま

　　　　　　　　　　　した。これを不服として提訴したものです。

　　　　　　　　　　②平成11年度の税務申告で平成８年から平成11年までの資本金利息を一括で損金計上しました

　　　　　　　　　　　が、過年度分は認めない、また会計上の手続きについても税法違反であると指摘されました

　　　　　　　　　　　が、これを不服として提訴したものです。

経過　　　　　　　　　平成13年８月第一審で敗訴後、これを不服として第二審で係争中でしたが、平成19年３月30

　　　　　　　　　　日に判決が下され、①の訴訟につきましては全額、②の訴訟についても一部（平成18年12月ま

　　　　　　　　　　での見込み延滞金を含む判決金額は931千R＄（約　52百万円））を除き、Ｅ.Ｄ.Ｂ.の主張が

　　　　　　　　　　認められる判決となりました。

 

　なお、この判決内容・根拠等を検証したうえで、今後の対応を検討する所存です。
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２．企業集団の状況
 

 

（製造・販売・施工）

国内

製造・販売会社

製造・販売会社

人材派遣会社

業務請負会社

国内

施工会社

販売・施工会社

（国内ユーザー）

（製品・材料）

（製品）

（材料）

（施工依頼）

（製品）

（製品）

（人材派遣）

（業務請負）

永
大
産
業
株
式
会
社
（
製
造
・
販
売
）

永大スタッフサービス株式会社

（共通）

永大テクノサポート株式会社

（共通）

エヌ・アンド・イー株式会社

（エンジニアリングボード事業）

東永資材株式会社

（住宅資材事業）

（材料）

（海外ユーザー）

海外

小名浜合板株式会社

（住宅資材事業・エンジニアリングボード事業）

永大テクニカ株式会社

（住宅資材事業）

MARACACUERA FLORESTAL S.A.他３社

製造・販売会社

Ｅ．Ｄ．Ｂ．

（住宅資材事業）

（材料）

（製品）

 
持分法非適用関連会社

連結子会社

非連結子会社

持分法適用関連会社

 

 連結子会社・非連結子会社及び関連会社は次のとおりであります。

Ｅ.Ｄ.Ｂ.………………………………………ブラジルにある合板等の製造販売会社

永大テクニカ株式会社 ………………………工事施工会社

小名浜合板株式会社 …………………………パーティクルボード、内装システム製品等の製造販売会社

永大スタッフサービス株式会社 ……………人材派遣会社

永大テクノサポート株式会社 ………………業務請負会社

MARACACUERA FLORESTAL S.A.他３社 ………ブラジルにある植林会社等

エヌ・アンド・イー株式会社 ………………ＭＤＦ製造会社

東永資材株式会社 ……………………………住宅資材の販売施工会社
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３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針

　当社グループは経営の基本理念に『木を活かし、よりよい暮らしを』を掲げ、持続可能な社会の確立を目指し、地

球、社会、人との共生を通じて、なお一層、社会に貢献する企業であり続けることを目指しております。

　「木は唯一、再生可能な天然資源」という認識のもと、当社は国外で長年にわたり植林活動を展開するかたわら、

計画的に伐採された持続可能な植林木の製品化に努めてまいりました。さらに、役目を終えた木製品や木質廃材を回

収してパーティクルボードの原料としてマテリアルリサイクルに取り組む一方、未利用材であった国内の間伐材をＭ

ＤＦの主原料に利用する活動を展開しております。

　このように当社は、これまでも事業の中で地球温暖化防止の一助となるような活動を行ってまいりましたが、今後

はさらに目標を高く掲げ、自らの事業活動がそのまま環境保全活動に直結する、あるいは反映するような「環境創造

型企業」を目指していきたいと考えております。

　以上から、当社は業績の向上とともに環境を創造できる、唯一の木質建材メーカーとして、ステークホルダーの皆

様に報いていきたいと考えております。

(2）目標とする経営指標

　当社グループは事業の継続性、株主に対する安定配当の継続等を実現するためにも収益の確保が重要と考え、売上

高を増大させながら売上高経常利益率を高めることで高収益企業を目指していきたいと考えております。売上高経常

利益率５％以上を当面の経営指標として業容拡大に取り組んでおります。

 

 (3）中長期的な会社の経営戦略

　当社グループは、平成19年４月からスタートする経営三ヵ年計画において「守りから攻めの経営へ」を標榜し、営

業売上高の確保と拡大、内製化と増産のための設備投資を進めております。同時に、「木を活かし、よりよい暮らし

を」という基本理念のもと、当社の事業活動がそのまま環境保全活動に反映されるような「環境創造型企業」を目指

していきたいと考えております。

 

①営業売上高確保と拡大

　営業売上高の確保と拡大のため、製品面では集合住宅市場の開拓とシェアアップ、ビーチ製品の集大成となる新製

品の開発を進めます。また、営業面では営業員の増強、自動積算システムなどの推進、営業拠点の整備と強化を進め

てまいります。

②内製化と増産のための設備投資

　従来までの省力化、省人化といった利益率向上を目的とした投資から、内製化と増産への投資を推進し、積極経営

に転換します。これにより、受注に対応できる生産体制を整え、市場シェアアップに向けた販売量の増加を目指しま

す。

③地球環境に配慮した製品開発

　当社は「木を活かし、よりよい暮らしを」という基本理念を掲げ、「木は唯一、再生可能な天然資源」という認識

のもと、当社の事業活動がそのまま環境保全活動に反映されるような「環境創造型企業」を目指しております。

 

　この経営の基本理念の実践にあたり、当社はこれまで、未利用材や解体古材をエンジニアリングボードとして再び

利用する「マテリアルリサイクル」を進めてまいりましたが、今後は製品の主な原材料である南洋材合板から、持続

可能な植林木合板への転換を急ぎ、また、その比率をさらに拡大する予定であります。

　また、サスティナブルな森林経営に対する国際的な認証制度としてPEFCがあり、当社はフローリングの製造に関し

て、PEFC認証材の生産管理を行うPEFC－CoC認証を国内で初めて取得しております。

(4）会社の対処すべき課題

　今後の景気見通しにつきましては、完全な回復とは言えないものの、着実な景気回復が予測されます。この景気回

復基調や金利上昇懸念による新設住宅着工戸数の増加も期待されますが、原材料価格の高騰によるコストアップは避

け難く、これをいかに吸収していくかによって企業間格差がつくものと考えております。また、戸建て持家の新設着

工戸数が回復する兆候は見られますが、引き続き集合住宅、貸家の市場を開拓し、コストダウンや新製品開発だけで

なく市場シェアアップに向けて販売量を増加させることが主たる課題と認識しております。

　コストダウンでは単なる仕入価格の引き下げにとどまらず、生産現場の生産性向上をはかるＥＰＩ（EIDAI　Product 

Innovation）活動によって業務改革を断行し、これによって原材料の歩留り向上、VA/VEによるコストダウン、さら

に内製化を推進して付加価値を当社グループ内に取り込んでまいります。

　新製品開発では、ビーチシリーズ製品の集大成として床暖房対応ビーチムクフロア及びビーチ集成材階段を新製品

として市場投入します。特に、床暖房対応ビーチムクフロアに関しては、反り、ねじれ等使用上の問題を解決するた
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めに当社グループ独自の技術開発を行いました。さらに、リフォーム・メンテナンス性を重視した賃貸住宅向けフロ

ア「アトムフラット」も販売を開始します。

　新しい基材の開発に関しては、次世代の建材用基材としてサスティナブルな材料であるタスマニア産ユーカリに着

目し、このユーカリで作られた合板をフローリングに利用する技術を確立しました。この合板と国産杉間伐材を原料

とする当社関係会社エヌ・アンド・イー㈱製の高密度ＭＤＦとを複合化し、従来以上に環境に配慮したフローリング

の販売を開始します。

　市場シェア確保のため、販売増加のために営業体制の強化を行っております。営業拠点、組織の見直しによる販売

網の強化や営業員の増強を行うほか、営業員が営業活動に特化できる体制を整えるため、自動積算システム並びにＷ

ＥＢによる自動作画システムの導入により営業支援体制の確立をはかります。物流面では製品即納化のため、受注セ

ンターを設置し、見込み生産品を物流倉庫にストックすることにより受注生産品の即納体制をさらに推進します。

　これらの施策により、当社グループの得意とする木質加工技術、ステンレス加工技術、リサイクル製品であるパー

ティクルボードの製造技術を最大限に活かし、成長市場向けの新製品開発とコストダウンに全力を注いで業績向上に

邁進する所存であります。
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４．連結財務諸表
(1）連結貸借対照表

前連結会計年度
（平成18年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 10,785 10,150 △635

２．受取手形及び売掛金 ※５ 24,836 27,061 2,224

３．有価証券 999 999 △0

４．たな卸資産 7,615 12,554 4,938

５．繰延税金資産 358 339 △18

６．未収金 1,555 1,858 302

７．その他 505 549 44

貸倒引当金 △2 △2 －

流動資産合計 46,655 68.7 53,511 70.7 6,855

Ⅱ　固定資産

１．有形固定資産

(1）建物及び構築物 ※３ 14,002 14,033

減価償却累計額 ※３ 10,384 3,617 10,591 3,441 △175

(2）機械装置及び運搬具 ※３ 26,817 27,397

減価償却累計額 ※３ 22,455 4,361 23,316 4,081 △280

(3）土地 ※３ 3,001 3,151 149

(4）建設仮勘定 24 85 60

(5）その他 2,979 2,897

減価償却累計額 2,642 337 2,584 313 △23

有形固定資産合計 11,342 16.7 11,073 14.6 △269

２．無形固定資産 576 0.9 1,247 1.7 671

３．投資その他の資産

(1）投資有価証券 ※１ 2,612 3,223 610

(2）出資金 ※１ 16 49 32

(3）長期前払費用 779 451 △328

(4）繰延税金資産 1,550 1,614 63

(5）長期預金 3,000 3,236 236

(6）その他 1,372 1,323 △48

貸倒引当金 △31 △32 △0

投資その他の資産合計 9,299 13.7 9,865 13.0 565

固定資産合計 21,217 31.3 22,185 29.3 967

Ⅲ　繰延資産      

１．株式交付費 －  16  16

繰延資産合計 － － 16 0.0 16

資産合計 67,873 100.0 75,712 100.0 7,839
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前連結会計年度
（平成18年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．支払手形及び買掛金 ※５ 18,529 23,897 5,367

２．短期借入金 ※３ 502 562 59

３．未払金 251 406 154

４．未払費用 714 670 △43

５．未払法人税等 90 104 14

６．未払消費税等 276 118 △158

７．前受金 106 49 △56

８．役員賞与引当金 － 15 15

９．賞与引当金 701 663 △38

10．設備関係支払手形 ※５ 118 97 △21

11．その他 266 320 54

流動負債合計 21,557 31.8 26,905 35.5 5,347

Ⅱ　固定負債

１．退職給付引当金 4,522 4,304 △217

２．長期借入金 ※３ 169 － △169

３．預り保証金 370 347 △23

４．役員退職慰労引当金 158 197 38

５．連結調整勘定 570 － △570

６．負ののれん － 541 541

固定負債合計 5,792 8.5 5,391 7.1 △401

負債合計 27,350 40.3 32,296 42.6 4,946
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前連結会計年度
（平成18年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（少数株主持分）

少数株主持分 353 0.5 － － －

（資本の部）

Ⅰ　資本金 ※４ 2,200 3.2 － － －

Ⅱ　資本剰余金 730 1.1 － － －

Ⅲ　利益剰余金 37,473 55.2 － － －

Ⅳ　その他有価証券評価差額
金

467 0.7 － － －

Ⅴ　為替換算調整勘定 △701 △1.0 － － －

資本合計 40,170 59.2 － － －

負債、少数株主持分及び
資本合計

67,873 100.0 － － －

（純資産の部）         

Ⅰ　株主資本         

１．資本金 ※４  － －  3,285 4.3 －

２．資本剰余金   － －  1,816 2.4 －

３．利益剰余金   － －  38,231 50.5 －

　　株主資本合計   － －  43,332 57.2 －

Ⅱ　評価・換算差額等         

１．その他有価証券評価差
額金

  － －  326 0.5 －

２．為替換算調整勘定   － －  △611 △0.8 －

　　評価・換算差額等合計   － －  △284 △0.3 －

Ⅲ　少数株主持分   － －  368 0.5 －

純資産合計   － －  43,416 57.4 －

負債純資産合計   － －  75,712 100.0 －
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(2）連結損益計算書

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

Ⅰ　売上高 78,702 100.0 81,562 100.0 2,860

Ⅱ　売上原価 ※１ 59,534 75.6 62,962 77.2 3,428

売上総利益 19,167 24.4 18,599 22.8 △567

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※2,3 17,536 22.3 17,397 21.3 △138

営業利益 1,631 2.1 1,201 1.5 △429

Ⅳ　営業外収益

１．受取利息 48 130

２．受取配当金 70 29

３．仕入割引 85 93

４．賃貸収入 62 45

５．保険金収入 58 21

６．為替差益 6 4

７．連結調整勘定償却額 10 －

８．負ののれん償却額 － 29

９．持分法による投資利益 12 68

10．雑収入 98 453 0.6 82 504 0.6 51

Ⅴ　営業外費用

１．売上割引 170 164

２．賃貸原価 30 15

３．上場関連費用 － 35

４．雑損失 183 385 0.5 166 382 0.5 △2

経常利益 1,699 2.2 1,323 1.6 △375

Ⅵ　特別利益

１．固定資産売却益 ※４ 27 22

２．投資有価証券売却益 3 －

３．地役権設定補償料 17 －

４．生命保険解約返戻金 21 －

５．その他 2 73 0.1 0 22 0.0 △50

Ⅶ　特別損失

１．減損損失 ※５ 79 －

２．固定資産売却損 ※６ 0 0

３．固定資産除却損 ※７ 40 39

４．投資有価証券評価損 2 0

５．その他投資等評価損 0 8

６．その他 2 126 0.2 － 48 0.0 △77

税金等調整前当期純利
益

1,646 2.1 1,298 1.6 △348

法人税、住民税及び事
業税

50 72

法人税等調整額 △50 0 0.0 55 128 0.2 128

少数株主利益  44 0.1  17 0.0 △27

当期純利益 1,601 2.0 1,152 1.4 △449
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(3）連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書

連結剰余金計算書

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）

（資本剰余金の部）

Ⅰ　資本剰余金期首残高 711

Ⅱ　資本剰余金増加高

１．自己株式処分差益 19 19

Ⅲ　資本剰余金期末残高 730

（利益剰余金の部）

Ⅰ　利益剰余金期首残高 36,132

Ⅱ　利益剰余金増加高

１．当期純利益 1,601 1,601

Ⅲ　利益剰余金減少高

１．配当金 209

２．役員賞与 50 259

Ⅳ　利益剰余金期末残高 37,473

連結株主資本等変動計算書

当連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

株主資本 評価・換算差額等

少数株主
持分

 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高
（百万円） 2,200 730 37,473 40,404 467 △701 △234 353 40,523

連結会計年度中の変動額

新株の発行 1,085 1,085  2,170     2,170

剰余金の配当   △336 △336     △336

利益処分による役員賞与   △58 △58     △58

当期純利益   1,152 1,152     1,152

株主資本以外の項目の連
結会計年度中の変動額
（純額）

    △140 90 △50 14 △35

連結会計年度中の変動額合
計（百万円） 1,085 1,085 757 2,928 △140 90 △50 14 2,892

平成19年３月31日残高
（百万円） 3,285 1,816 38,231 43,332 326 △611 △284 368 43,416
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(4）連結キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
増減

(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,646 1,298 △348

減価償却費 1,682 1,666 △16

減損損失 79 － △79

連結調整勘定償却額 △10 － 10

負ののれん償却額 － △29 △29

持分法による投資利益 △12 △68 △56

退職給付引当金の減少額 △196 △217 △20

役員退職慰労引当金の増加額（△減
少額）

△16 38 55

役員賞与引当金の増加額 － 15 15

賞与引当金の増加額（△減少額） 43 △38 △81

貸倒引当金の減少額 △4 △0 3

受取利息及び受取配当金 △119 △159 △40

為替差益 △30 △1 28

株式交付費償却 － 0 0

有形固定資産売却益 △27 △16 11

有形固定資産売却損 0 0 0

有形固定資産除却損 37 30 △6

無形固定資産売却益 － △6 △6

無形固定資産売却損 0 － △0

電話加入権評価損 1 － △1

ゴルフ会員権売却益 △2 － 2

投資有価証券売却益 △3 － 3

投資有価証券売却損 0 － △0

投資有価証券評価損 2 0 △2

その他投資等評価損 0 8 7

売上債権の減少額（△増加額） 347 △2,259 △2,606

たな卸資産の減少額（△増加額） 1,441 △4,922 △6,364

その他流動資産の増加額 △19 △729 △710

仕入債務の増加額（△減少額） △4,250 5,364 9,614

未払費用の増加額（△減少額） 7 △44 △52

その他流動負債の増加額 376 36 △339

役員賞与の支払額 △50 △58 △8

小計 925 △93 △1,018

利息及び配当金の受取額 108 152 43

法人税等の支払額 △230 △66 164

営業活動によるキャッシュ・フロー 803 △7 △811
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前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
増減

(百万円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △2,000 △236 1,763

定期預金の払戻しによる収入 10 － △10

有価証券の取得による支出 △999 △998 0

有価証券の償還による収入 1,000 2,000 1,000

有形固定資産の取得による支出 △1,360 △1,197 162

有形固定資産の売却による収入 150 32 △117

無形固定資産の取得による支出 △498 △223 274

無形固定資産の売却による収入 0 24 24

投資有価証券の取得による支出 △370 △784 △413

投資有価証券の売却による収入 11 2 △8

投資有価証券の償還による収入 700 － △700

子会社株式の追加取得による支出  △10 △10 －

その他投資活動によるキャッシュ・
フロー

43 24 △19

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,323 △1,365 1,957

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金増加額 199 162 △37

短期借入金減少額 △50 － 50

長期借入金の返済による支出 △103 △272 △168

自己株式の売却による収入 24 － △24

株式の発行による収入 － 2,153 2,153

配当金の支払額 △209 △336 △126

少数株主への配当金の支払額 △1 △2 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △139 1,705 1,845

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 50 32 △18

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 △2,609 363 2,973

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 13,395 10,785 △2,609

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 10,785 11,149 363
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．会計処理基準に関する事

項

　    ──────────

 

(1）株式交付費

　３年で均等償却しております。

　    ────────── (2）役員賞与引当金

当社及び国内連結子会社は、役員賞与

の支出に備えて、当連結会計年度におけ

る支給見込額に基づき計上しておりま

す。

（会計方針の変更）

当連結会計年度より、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第４号　平

成17年11月29日）を適用しておりま

す。

これにより営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益は、それぞれ15百万

円減少しております。

なお、上記以外は、最近の有価証券報告書（平成18年６月29日提出）における記載から重要な変更がないため開示を

省略します。 

 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準） 

　当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第６号（企業会計基準委員会　平成15年10月31日））を

適用することになったことに伴い、同会計基準及び同適用

指針を適用しております。これにより税金等調整前当期純

利益は79百万円減少しております。

　セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載してお

ります。

　なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸

表規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。

　　　　　　　──────────

 

　　　　　　　──────────

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

  当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は43,047百万

円であります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成18年３月31日）

当連結会計年度
（平成19年３月31日）

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。

投資有価証券    241百万円

出資金  10　〃

投資有価証券       320百万円

出資金    43　〃

　２　保証債務

　エヌ・アンド・イー㈱の銀行等借入債務に対して

行っている保証は1,000百万円であり、エヌ・アンド・

イー㈱の長期借入債務を対象としております。なお、

この保証は日本製紙㈱との連帯保証であり、当社保証

金額は協定書に基づき、出資割合（30％）により計算

した300百万円であります。

　２　保証債務

　エヌ・アンド・イー㈱の銀行等借入債務に対して

行っている保証は400百万円であり、エヌ・アンド・

イー㈱の長期借入債務を対象としております。なお、

この保証は日本製紙㈱との連帯保証であり、当社保証

金額は協定書に基づき、出資割合（30％）により計算

した120百万円であります。

※３　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

※３　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

工場財団

建物及び構築物    199百万円

機械及び装置   560　〃

土地   93　〃

計    853　〃

工場財団

建物及び構築物       176百万円

機械及び装置      537　〃

土地     93　〃

計       807　〃

　担保付債務は次のとおりであります。 　担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金    302百万円

長期借入金    169　〃

短期借入金       369百万円

       　

※４　当社の発行済株式総数は、普通株式42,000,000株で

あります。

※４　当社の発行済株式総数は、普通株式46,494,000株で

あります。

※５            ────────── ※５　当連結会計年度末日満期手形 

       当連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

当連結会計年度の末日は金融機関の休日でしたが、満

期日に決済が行われたものとして処理しております。

当連結会計年度末日満期手形の金額は、次のとおりで

あります。

受取手形 2,750百万円 

 支払手形 4,179百万円 

 設備関係支払手形 7百万円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１　売上原価に含まれる低価法によるたな卸資産評価損

は47百万円であります。

※１　　　　　 ───────────

※２　研究開発費の総額 ※２　研究開発費の総額

販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費

   614百万円

販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費

      654百万円

※３　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※３　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

荷造運送費      4,999百万円

役員退職慰労引当金繰入額  41　〃

給与手当      5,290　〃

賞与引当金繰入額 363　〃

退職給付費用 217　〃

荷造運送費        5,161百万円

役員退職慰労引当金繰入額    35　〃

役員賞与引当金繰入額    15　〃

給与手当        5,192　〃

賞与引当金繰入額 360　〃

退職給付費用   198　〃

※４　固定資産売却益の内訳 ※４　固定資産売却益の内訳

建物及び構築物  12百万円

機械装置及び運搬具 8　〃

土地 7　〃

その他 0　〃

計 27　〃

建物及び構築物    7百万円

機械装置及び運搬具  8　〃

借地権  6　〃

その他  0　〃

 計     22　〃
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前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※５　減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

千葉県茂原市 遊休資産 土地

長野県信濃町 遊休資産 土地

大阪事業所
（大阪府堺市）

遊休資産 機械装置等

敦賀事業所
（福井県敦賀市）

遊休資産 機械装置

山口事業所
（山口県平生町）

遊休資産 機械装置等

総合研究所
（大阪市住之江区）

遊休資産 機械装置

　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す単

位として、事業用資産については事業の種類別セグメ

ントの区分別に、遊休資産については個別資産別にグ

ルーピングを行っております。

　当社グループは、遊休状態にあり将来の用途が定

まっていない遊休資産について、各々の帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（79百

万円）として特別損失に計上しました。その内訳は、

千葉県茂原市14百万円（土地14百万円）、長野県信濃

町44百万円（土地44百万円）、大阪事業所８百万円

（内、機械装置６百万円、その他１百万円）、敦賀事

業所５百万円（機械装置５百万円）、山口事業所３百

万円（内、機械装置２百万円他）、総合研究所２百万

円（機械装置２百万円）であります。

　なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却

価額により測定しており、土地については固定資産税

評価額に基づいて評価しております。

※５　          ──────────

※６　固定資産売却損の内訳 ※６　固定資産売却損の内訳

機械装置及び運搬具  0百万円

電話加入権 0　〃

計 0　〃

機械装置及び運搬具   0百万円

土地  0　〃

計  0　〃

※７　固定資産除却損の内訳 ※７　固定資産除却損の内訳

建物及び構築物   9百万円

機械装置及び運搬具 18　〃

その他 9　〃

撤去費用 3　〃

計 40　〃

建物及び構築物    7百万円

機械装置及び運搬具   14　〃

その他  9　〃

撤去費用  8　〃

計   39　〃
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（連結株主資本等変動計算書関係）

当連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末株

式数（千株）

当連結会計年度増加

株式数（千株） 

当連結会計年度減少

株式数（千株）

当連結会計年度末株

式数（千株）

発行済株式     

　普通株式 42,000 4,494 － 46,494

合計 42,000 4,494 － 46,494

（注）発行済株式の総数の増加は、平成19年２月27日付公募により4,000千株及び平成19年３月27日付第三者割当により

494千株の新株式を発行したことによるものであります。 

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日

定時株主総会
普通株式 336 8 平成18年３月31日 平成18年６月30日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 464 利益剰余金 10 平成19年３月31日 平成19年６月29日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在）

　現金及び現金同等物の期末残高10,785百万円は、連

結貸借対照表の流動資産「現金及び預金」の期末残高

と一致しております。

現金及び預金 10,150百万円

取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資（有価証券）
   999　〃

現金及び現金同等物    11,149　〃

リース取引、デリバティブ取引、ストック・オプション等に関する注記事項については、決算短信における開示の必

要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。 
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（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

　最近２連結会計年度の事業の種類別セグメントは次のとおりであります。

前連結会計年度（自平成17年４月１日　至平成18年３月31日）

住宅資材事業
（百万円）

エンジニアリン
グボード事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益

売上高

(1）外部顧客に対する売上高 67,733 10,968 78,702 － 78,702

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 67,733 10,968 78,702 － 78,702

営業費用 64,736 10,583 75,319 1,751 77,071

営業利益 2,996 385 3,382 (1,751) 1,631

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出

資産 40,104 6,851 46,955 20,917 67,873

減価償却費 908 530 1,438 165 1,604

減損損失 － － － 79 79

資本的支出 884 265 1,150 308 1,458

　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業の主な製品

(1）住宅資材事業……床材、室内ドア、階段セット、造作材、住宅用厨房機器等

(2）エンジニアリングボード事業……素材パーティクルボード、化粧パーティクルボード、ＭＤＦ（中質繊

維板）等

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、提出会社本社の管理部門に

係る費用であり、当連結会計年度は1,751百万円であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、提出会社での余資運用資金（現金及び有

価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であり、当連結会計年度は20,917百万円

であります。
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当連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

住宅資材事業
（百万円）

エンジニアリン
グボード事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益

売上高

(1）外部顧客に対する売上高 70,173 11,389 81,562 － 81,562

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 15 15 △15 －

計 70,173 11,404 81,578 △15 81,562

営業費用 67,632 10,968 78,600 1,759 80,360

営業利益 2,540 436 2,977 (1,775) 1,201

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出

資産 46,784 7,281 54,065 21,646 75,712

減価償却費 860 497 1,357 172 1,530

資本的支出 540 406 947 420 1,367

　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業の主な製品

(1）住宅資材事業……床材、室内ドア、階段セット、造作材、住宅用厨房機器等

(2）エンジニアリングボード事業……素材パーティクルボード、化粧パーティクルボード、ＭＤＦ（中質繊

維板）等

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、提出会社本社の管理部門に

係る費用であり、当連結会計年度は1,775百万円であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、提出会社での余資運用資金（現金及び有

価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であり、当連結会計年度は21,646百万円

であります。

ｂ．所在地別セグメント情報

前連結会計年度（自平成17年４月１日　至平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自平成18年４月１日　至

平成19年３月31日）

　本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

ｃ．海外売上高

前連結会計年度（自平成17年４月１日　至平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自平成18年４月１日　至

平成19年３月31日）

　海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり純資産額    955円04銭

１株当たり当期純利益金額   36円74銭

１株当たり純資産額       925円88銭

１株当たり当期純利益金額     27円20銭

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当期純利益（百万円） 1,601 1,152

普通株主に帰属しない金額（百万円） 58 －

　（うち利益処分による取締役賞与金） (　　　52) (　　　－)

　（うち利益処分による監査役賞与金） (　　　 6) ( 　　 －)

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,542 1,152

期中平均株式数（株） 41,987,970 42,368,411

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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５．個別財務諸表
(1）貸借対照表

前事業年度
（平成18年３月31日）

当事業年度
（平成19年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 9,652 9,005 △646

２．受取手形 13,882 10,614 △3,268

３．売掛金 10,045 15,586 5,540

４．有価証券 999 999 △0

５．製品 3,652 4,199 547

６．原材料 1,659 5,720 4,060

７．仕掛品 1,415 1,640 224

８．貯蔵品 232 171 △61

９．前払費用 64 119 54

10．繰延税金資産 328 307 △21

11．未収金 1,744 2,045 301

12．未収収益 1 5 4

13．その他 70 92 21

貸倒引当金 △2 △2 －

流動資産合計 43,748 67.2 50,505 69.3 6,756

Ⅱ　固定資産

１．有形固定資産

(1）建物 11,021 10,992
減価償却累計額 8,168 2,852 8,295 2,697 △155

(2）構築物 1,856 1,857
減価償却累計額 1,384 471 1,418 439 △32

(3）機械及び装置 22,338 22,596
減価償却累計額 18,915 3,422 19,470 3,125 △296

(4）車両運搬具 399 400
減価償却累計額 345 53 354 46 △7

(5）工具器具及び備品 2,785 2,689
減価償却累計額 2,468 317 2,392 296 △20

(6）土地 2,476 2,625 149
(7）建設仮勘定 14 85 70

有形固定資産合計 9,608 14.7 9,315 12.8 △293

２．無形固定資産

(1）電話加入権 6 6 －

(2）借地権 33 15 △18

(3）ソフトウェア 533 1,219 685

無形固定資産合計 573 0.9 1,241 1.7 667

３．投資その他の資産

(1）投資有価証券 2,363 2,894 531

(2）関係会社株式 2,571 2,781 210

(3）出資金 6 6 －

(4）従業員長期貸付金 176 148 △28

(5）破産・更生等債権 13 12 △0

(6）長期前払費用 767 414 △353

(7）繰延税金資産 1,205 1,307 102

(8）長期預金 3,000 3,236 236

(9）その他 1,106 1,086 △20

貸倒引当金 △31 △31 0

投資その他の資産合計 11,179 17.2 11,856 16.2 677

固定資産合計 21,361 32.8 22,413 30.7 1,051

Ⅲ　繰延資産      

１．株式交付費 －  16  16

　繰延資産合計 － － 16 0.0 16

資産合計 65,109 100.0 72,934 100.0 7,824
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前事業年度
（平成18年３月31日）

当事業年度
（平成19年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．支払手形  11,689 13,604 1,915

２．買掛金  6,776 10,140 3,364

３．未払金 171 339 167

４．未払費用 609 556 △53

５．未払法人税等 77 74 △2

６．未払消費税等 275 89 △185

７．前受金 105 48 △56

８．預り金 46 92 46

９．役員賞与引当金 － 15 15

10．賞与引当金 628 596 △32

11．設備関係支払手形 118 97 △21

流動負債合計 20,498 31.5 25,655 35.2 5,156

Ⅱ　固定負債

１．退職給付引当金 3,669 3,551 △118

２．預り保証金 370 347 △23

３．役員退職慰労引当金 152 188 35

固定負債合計 4,192 6.4 4,086 5.6 △106

負債合計 24,691 37.9 29,741 40.8 5,050
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前事業年度
（平成18年３月31日）

当事業年度
（平成19年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（資本の部）

Ⅰ　資本金  2,200 3.4 － － －

Ⅱ　資本剰余金

１．資本準備金 200 －

資本剰余金合計 200 0.3 － － －

Ⅲ　利益剰余金

１．利益準備金 216 －

２．任意積立金

(1）特別償却準備金 40 －

(2）固定資産圧縮積立金 46 －

(3）別途積立金 32,400 －

３．当期未処分利益 4,847 －

利益剰余金合計 37,551 57.7 － － －

Ⅳ　その他有価証券評価差額
金

467 0.7 － － －

資本合計 40,418 62.1 － － －

負債資本合計 65,109 100.0 － － －

（純資産の部）         

Ⅰ　株主資本         

１．資本金   － －  3,285 4.5 －

２．資本剰余金         

(1）資本準備金  －   1,285    

　資本剰余金合計   － －  1,285 1.8 －

３．利益剰余金         

(1）利益準備金  －   256    

(2）その他利益剰余金         

別途積立金  －   35,400    

特別償却準備金  －   9    

固定資産圧縮積立
金 

 －   15    

繰越利益剰余金  －   2,613    

利益剰余金合計   － －  38,295 52.5 －

株主資本合計   － －  42,865 58.8 －

Ⅱ　評価・換算差額等         

１．その他有価証券評価差
額金

  － －  326 0.4 －

評価・換算差額等合計   － －  326 0.4 －

純資産合計   － －  43,192 59.2 －

負債純資産合計   － －  72,934 100.0 －
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(2）損益計算書

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

Ⅰ　売上高

１．売上高 73,668 100.0 77,040 100.0 3,372

Ⅱ　売上原価

１．期首製品棚卸高 3,891 3,652

２．当期製品仕入高 27,066 28,722

３．当期製品製造原価 28,900 31,877

合計 59,858 64,251

４．期末製品棚卸高 3,652 4,199

５．原材料評価損 47 －

６．他勘定振替高  475 55,777 75.7 414 59,638 77.4 3,860

売上総利益 17,890 24.3 17,402 22.6 △488

Ⅲ　販売費及び一般管理費  16,263 22.1 16,186 21.0 △76

営業利益 1,627 2.2 1,215 1.6 △411

Ⅳ　営業外収益

１．受取利息 31 88

２．有価証券利息 3 5

３．受取配当金 72 35

４．賃貸収入 63 45

５．保険金収入 43 18

６．仕入割引 81 88

７．為替差益 44 5

８．雑収入 95 435 0.6 68 357 0.4 △78

Ⅴ　営業外費用

１．売上割引 158 149

２．賃貸原価 30 15

３．上場関連費用 －   35    

４．雑損失 109 298 0.4 138 340 0.4 42

経常利益 1,764 2.4 1,232 1.6 △531

Ⅵ　特別利益

１．固定資産売却益  9 11

２．その他 2 11 0.0 0 12 0.0 0

Ⅶ　特別損失

１．減損損失  79 －

２．固定資産売却損  0 0

３．固定資産除却損  38 35

４．投資有価証券評価損 2 0

５．その他投資等評価損 0 121 0.1 5 40 0.0 △80

税引前当期純利益 1,655 2.3 1,204 1.6 △450

法人税、住民税及び事
業税

45 45

法人税等調整額 △125 △79 △0.1 19 65 0.1 145

当期純利益 1,734 2.4 1,138 1.5 △596

前期繰越利益 3,112 － －

当期未処分利益 4,847 － －
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(3）利益処分計算書及び株主資本等変動計算書

利益処分計算書

前事業年度
株主総会承認年月日
（平成18年６月29日）

区分
注記
番号

金額（百万円）

Ⅰ　当期未処分利益 4,847

Ⅱ　任意積立金取崩額

１．特別償却準備金取崩額 15

２．固定資産圧縮積立金取崩
額

15 31

合計 4,878

Ⅲ　利益処分額

１．利益準備金 40

２．株主配当金 336

３．取締役賞与金 52

４．監査役賞与金 6

５．任意積立金  

（1）別途積立金 3,000 3,434

Ⅳ　次期繰越利益 1,443
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株主資本等変動計算書

当事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

株主資本

資本金

資本
剰余金

利益剰余金

株主資本
合計

資本
準備金

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

別途
積立金

特別償却
準備金

固定資産
圧縮積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高（百万円） 2,200 200 216 32,400 40 46 4,847 37,551 39,951

事業年度中の変動額

新株の発行 1,085 1,085       2,170

利益処分による剰余金の配当       △336 △336 △336

利益処分による利益準備金の積立   40    △40 － －

利益処分による役員賞与       △58 △58 △58

当期純利益       1,138 1,138 1,138

利益処分による別途積立金の積立    3,000   △3,000 － －

利益処分による特別償却準備金の取
崩

    △15  15 － －

利益処分による固定資産圧縮積立金
の取崩 

     △15 15 － －

特別償却準備金の取崩     △15  15 － －

固定資産圧縮積立金の取崩      △15 15 － －

株主資本以外の項目の事業年度中の
変動額（純額）

         

事業年度中の変動額合計（百万円） 1,085 1,085 40 3,000 △31 △30 △2,233 743 2,914

平成19年３月31日残高（百万円） 3,285 1,285 256 35,400 9 15 2,613 38,295 42,865

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

平成18年３月31日残高（百万円） 467 40,418

事業年度中の変動額

新株の発行  2,170

利益処分による剰余金の配当  △336

利益処分による利益準備金の積立  －

利益処分による役員賞与  △58

当期純利益  1,138

利益処分による別途積立金の積立  －

利益処分による特別償却準備金の取崩  －

利益処分による固定資産圧縮積立金の取崩  －

特別償却準備金の取崩  －

固定資産圧縮積立金の取崩  －

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） △140 △140

事業年度中の変動額合計（百万円） △140 2,773

平成19年３月31日残高（百万円） 326 43,192
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